チャランケ通信　第４4号　2013年12月23日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　猪瀬東京都知事、しどろもどろの弁解、ついに辞任へ
　　政治の流れを変える一つのチャンス、リベラルな統一候補を
今年も後残すところ1週間余り、それなりにあわただしい毎日を過ごしている今日この頃である。昨年に比べて今年の年末は降雪量が少なく、朝起きたときの雪ハネが少なくて済んでいるのが何よりである。このまま雪の少ない年であることを祈るばかりである。
　それにしても、医療法人徳洲会から5,000万円の大金を「受領」(借りたのか、贈与されたのか、はたまた賄賂なのか、依然として不明)していながら、借りたお金だと称して責任を回避しようとした猪瀬東京都知事も、ついに辞任に追い込まれてしまった。猪瀬氏のしどろもどろの記者会見や都議会での答弁を聞くにつけ、徳洲会の側のスターン美千代さんの罪を認める清々しい態度が浮かび上がり、どちらが公職の責任ある立場の方なのか、疑いたくなってしまう。とはいえ、いよいよ都知事選挙に向けて各党が動き始める。安倍政権にとってもまことに重要な選挙になりそうで、政治の流れを変えるためにもリベラル勢力の総結集ができるよう願うばかりである。
　興味深い予算編成過程、沖縄振興予算と診療報酬改定
　さて、税制改革大綱が決定され、来年度の経済見通しが決まればいよいよ予算編成も大詰めである。全体としての予算の骨格も決まり始めているのだが、なかでも沖縄振興予算と医療関係の来年度以降の診療報酬改定が興味深い。
　沖縄振興予算の方は、概算要求が3408億円であったが、確定した予算は何とそれを52億円上回る3460億円という前代未聞(?)の金額になって決着したようだ。この背景には、沖縄の当面する最大の問題である普天間基地の辺野古への移転を、何としても実現させるための”飴”の役割を果たさせようとしているのだろう。というのも、石破幹事長が沖縄県選出の自民党の国会議員に対して、辺野古への移転を力ずくで強引に認めさせ、転換を強要したことに対して、沖縄現地では、「第二の琉球処分だ」という声が強まっているという。それをなだめるべく、予算要求に対して満額以上の配慮を示したものとみて良いだろう。
もっとも、民主党政権時代にも、沖縄に対する様々な配慮は当たり前のこととして進められていたわけで、自分が担当した税制改革などの場でも、国民新党の下地議員の発言には絶えずそのような雰囲気を感じさせられたものだ。政権が交替しても、自民党・安倍政権は沖縄に対して辺野古への移転を進めるためなら、予算要求を丸呑みすることぐらい、いとも簡単なことに違いない。
　沖縄県民の意識、飴と鞭によって騙されるわけにはいかない
　それでは、沖縄県民の心まで予算＝カネで獲得することができたのであろうか。これから、辺野古への移転を巡って様々な動きが出てくるのだろうが、仲井真知事が辺野古への移転に日米地位協定の改定を始めとする5項目の条件を付けており、それだけでもなかなか実現困難な問題が含まれている。さらに、辺野古を抱える名護の市長選挙が予定されており、はたして移設容認派の市長が誕生できるかどうか、まことに心もとない。沖縄の県民意識は、これ以上米軍基地の重圧がかかってくることに対する拒絶反応が極めて強く、若し辺野古移転を強行すれば、流血の大惨事が発生しかねないことを指摘する専門家もいる。第一、アメリカは、そのような沖縄県全体を包み込んだ戦いが、辺野古だけでなく全沖縄の軍事基地撤去にまで結びつく危険性を危惧しているとさえ言われており、自民党の辺野古移転の強硬策について疑問視する声すら出始めているという。
　民主党政権への対抗としてのプラス改定へ、議長まで動く
　もう一つの焦点である医療費の根幹を左右する診療報酬体系を引き上げるのか、下げるのか、今年度の予算編成でも注目された点の一つであった。というのも、民主党政権の時代には、医療費の診療報酬体系をそれまでの自民党政権の下でずっと続いていたマイナス改定をプラス改定に変え、それまで自民党を支持していた医師会も会長選挙で民主党支持の会長を選出していたのである。その後、医師会の会長も自民党支持の会長に帰ることに成功していただけに、何としても今年の診療報酬体系の引き上げを勝ち取るべく、医師会側の働きかけはもちろんのこと、医師会の支持を得ていた族議員の方たちは全力を挙げてプラス改定の圧力を財務省にかけ続けたという。
そうした中で、伊吹衆議院議長は議長でありながら自民党の部会に出席し、民主党政権ですらプラス改定したのであり、どんなことがあっても来年度の診療報酬改定はプラスにしなければならない、と激を飛ばしたと報道されている。衆議院議長というのは、まさに権力の府である第一院の長であり、本来は、党派間の争いからも超然としていいなければならない存在である。ところがこともあろうに、自民党の医療関係族議員の一人として、部門会議に出向き診療報酬体系の引き上げをぶつというのはいただけない。さらに、日本医師会の政治団体である「日本医師連盟」が2012年、自民党と国会議員23人の政治団体に計1億2150万円を献金していた中に、伊吹文明氏にも150万円の政治献金が支出されている。これを見る限り、政治家が業界の意向を受けて予算編成に圧力をかけるという、政権を失う前の自民党政治は何にも変わっていないことを証明しているのではなかろうか。
　もっとも、今回の診療報酬体系の引き上げは、わずか0,1%でその中には消費税率の引き上げ分1,36%を含んでいるため、実質的にはマイナス1,26%になるため、所期の目的を達することができたかどうか、むしろ財務省によって押し切られたのかもしれない。
　見逃せない新しい動き、医療制度改革の基金設置による改革開始
　それよりも見逃すことができないのが、来年度予算から新設される都道府県単位に設置される基金制度である。この基金制度は社会保障制度改革国民会議で議論されて打ち出されたもので、地域の医療ニーズはそれぞれの地域ごとに異なっており、全国一律の診療報酬だけでは限界があることが指摘されてきた。そこで、基金を設け、病院機能の集約や転換、連携に必要な費用を直接、補助金として出すことになったのだ。その基金に約900億円投じられる。今回の、診療報酬のプラス分は400億円でしかないわけで、今後の医療の改革にとって補助金制度の活用がどのように進められるのか、とかく補助金の活用には不明朗な点が出てくるもので、むしろ今後は、基金による補助金の使い方にこそ注目していかなければならない。
　大企業の交際費減税、何のために減税をするのか疑問
それにしても、税制改革についての細かい点での問題点が気になる。一つは、交際費のうち食料費について、今までは大企業は経費として損金算入が認められていなかったのだが、来年度からは飲食料費にかかった経費の半額が損金算入されることになる。つまり、今までかかった食糧費の半額が税金の対象から取り除かれ、その分利益が増大することになるのだ。
この要求は、民主党政権の最後の税制調査会の場で、桜井充参議院議員(現民主党政調会長、当時厚労副大臣)が交際費課税の減税拡大を提起したことを記憶している。その時は、まだ前年度よりも増加した分を損金算入してはどうか、というスキームであったが、今回決まったスキームは既存の交際費の内の食料費の半額を損金算入するという者で、何と査定側の責任者である麻生財務大臣が推進の側に回ったという代物である。
国民に消費税の引き上げという負担をお願いしていながら、企業側に対して交際費を減税して数百億円の税収を失うことを堂々と進める政治感覚が理解できない。ただ、桜井政調会長の要望から始まった交際費課税の減税には、民主党としてもきちんと総括をしておく必要がありそうだ。
牛の租特は何故廃止できないのか、公平・簡素・透明な税制を
もう一つは、租税特別措置(租特と略称する)の新設が相次いでおり、租特透明化法がせっかくできていながら改革があまり進んでいない典型例として、肉用牛の租特の据え置きがある。この租特は、肉用牛１頭につき100万円までの売り上げに対して無税とするもので、民主党が租特の問題を指摘するたびに問題視してきたものである。いろいろと条件が付けられているが、要は肉牛にだけ認められる摩訶不思議な租特だということである。豚は、馬は、羊は、鳥は・・・と聞いても、肉牛のような特典は与えられていないのだ。
ちょうど3年前にもこの租特の改正の時期を迎えており、何としても廃止する必要があるのでは、と民主党政権時代の税制調査会で問題提起をしたのであるが、農水省の副大臣が、「宮崎県で発生した口蹄疫問題がある時に、この租特を廃止するわけにはいかない」と発言され、結果的に廃止させるには至らなかったのだ
今回もまたこの租特は継続されるにいたったわけだが、なんとその理由について「TPP問題があるので」ということらしい。というのも、その発言は誰がいつ述べたのか、皆目不明なのだ。自民党税調は非公開の場で進められているのだから、わかりようがないのだ。まことに、不公平極まりないことがまかり通っていることに国民は怒りをぶつけていくべきであろう。他方、自民党・安倍政権の側も、今後の税の引き上げが必要なだけに、国民に対して公平で、簡素で、透明感ある税制改革を進める必要があることを強調しておきたい。
アイヌ政策の世論調査、先住民族と認識が68,3%と意外に高い
問題は、差別や偏見に対する低い認識だ
最後に、最近実施された「アイヌ政策に関する世論調査」(10月24日~11月3日、全国3,000人の内1745人に面接した調査)の結果について、アイヌ民族について「知っている」と答えた比率は95,3%に達しており、知っている、と答えた人に対してその特徴について複数回答で尋ねたところ、「先住民族であること」と答えたのが68,3%であり、「独自の伝統文化を形成していること」が65,7%と3人に2人近くに達していたのだが、差別や偏見に対しては「平等だと思う」が50,4%に対して「平等でないと思う」が33,5%でしかなく、差別の解消が今後の課題になっていることが分かる。
この政府による世論調査を報道した北海道新聞(12月22日付)は、アイヌ民族に対して「先住民族であることを知っているのは68,3%にとどまるなどアイヌ民族への理解が進んでいない現状が浮かび上がった」と解説している。果たして、68,3%の方が知っていることを理解が進んでいないと言えるのかどうか、むしろ、朝日新聞が指摘しているように、差別の現実を知っていないことの方が問題ではないかと思われる。もっと知って欲しいのは当然なのだが、一番の問題は差別や偏見をどのように取り除いていけるのか、ということにあるのではないだろうか。
ちょっと気になった記事である。
1

